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平成26年度から令和３年度までの神奈川県計画に位置づけた事業一覧

区
分

計画
年度

事業名 概要 実施主体

病床機能の確保

H27
H28
H29

急性期及び療養病床等から地域包括ケア病床及び回復期リハビリテー
ション病床への転換を行う医療機関の施設・設備整備に対して助成す
る。

医療機関

H28
H29
H30
R01
R02
R03

地域医療構想について周知することにより、病床の機能分化・連携、病
床転換等を促進するため、地域の医療機関等に向けたセミナーや普及啓
発等を実施する。

県

H28
リハビリテーション拠
点再整備事業

本県のリハビリテーションの拠点である神奈川リハビリテーション病院
の再整備を行い、回復期病床等において今後必要となる人材の育成や、
地域リハビリテーション機能の強化を図る。

県

H29
横浜構想区域病床機能
分化・連携促進事業

地域の中核として高度急性期・急性期機能を担う横浜市立市民病院の、
地域医療構想達成に向けて必要な再整備・機能強化のための施設整備費
に対して補助を行う。

横浜市

病床機能の連携体制構築

H27
医師及び看護師等に対して複数の病棟で質の高い医療を提供できるよう
な人材の育成・確保のための研修を医師会や看護協会等の医療関係団体
へ委託する等して実施する。

県

H27
病院・診療所間での連携や在宅医療・介護の連携、情報共有を図るため
の、情報システムを導入する。

県医師会

H27
H30
R01
R02

病院・診療所間、地域の医療機関間や関係機関との連携を促進するた
め、地域連携クリティカルパス等の普及に向けて、モデル地域における
協議会や、医療機関や薬局等への研修会などを実施する。

県

H27
R02

緩和ケア推進事業

急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域におい
て総合的に確保するため、病床の機能分化、連携を推進するための施
設・設備の整備として緩和ケア病棟整備や地域における緩和ケア体制の
充実のためのネットワークの構築・運営を支援する事業に対して、その
経費の一部を助成する。

医療機関（「が
ん診療連携拠点
病院」を除く）

在宅医療の体制構築、在宅医療を担う人材の確保・育成

H26
H28
H30
R01
R02
R03

・在宅医療・介護関係者等で構成する「在宅医療推進協議会」を開催
し、在宅医療に係る課題の抽出、好事例の共有等を行う。
・広域自治体として、在宅医療の推進のため、県全域または保健福祉事
務所単位での研修、普及啓発事業などを実施する。

県

H26
H28

・市町村が郡市区医師会と連携し、郡市区医師会単位で在宅医療連携拠
点を整備する事業に対し助成する。
・在宅医療連携拠点を整備する市町村及び郡市区医師会に対して、県内
先行事例におけるノウハウや課題を共有し、普及を図る。

県、市町村

H26
H30
R01
R02
R03

在宅医療を担う医師やかかりつけ医等、地域の医師における看取りと検
案についての研修会を開催する。

県

H27

県内において、広域的または補完的に在宅医療施策を推進するため、在
宅医療に係る必要な情報共有手段の構築、必要な研修などの事業に係る
経費に対して助成する。
・ 在宅医療トレーニングセンター事業
・ 郡市区医師会が実施する在宅医療の推進に資する事業

県、県医師会、
郡市医師会

H28
R01

退院支援を担う医療機関の医療ソーシャルワーカー等と、在宅療養移行
を支援する在宅側のケアマネジャー等の人材育成、連携強化のための研
修の実施に対して補助する。

県医療ソーシャ
ルワーカー協会

H26
H29
H30
R01
R02
R03

在宅医療の進展及び高度・多様化する訪問看護のニーズに対応するた
め、訪問看護に関する課題及び対策を検討するとともに、在宅医療に関
わる質の高い看護職員の育成のための研修を行う。
ア 訪問看護推進協議会の開催
イ 研修等の実施
　・訪問看護ステーション・医療機関勤務看護師相互研修
　・訪問看護管理者研修

県、県看護協
会、県訪問看護
ステーション協
議会

H27
訪問看護に従事している看護職員を対象とし、離職防止を目的とした研
修に係る経費に対し助成する

横浜市

病
床
の
機
能
分
化
・
連
携

病床機能分化・連携推
進基盤整備事業

病床機能分化・連携推
進基盤整備事業

在
宅
医
療
の
提
供
体
制
の
整
備
・
充
実

在宅医療施策推進事業

訪問看護推進支援事業
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区
分

計画
年度

事業名 概要 実施主体

H29
H30
R01
R02
R03

訪問看護ステーション
研修事業

県内各地域において、新設や小規模な訪問看護ステーションであっても
訪問看護師を育成できるよう、人材育成が充実する訪問看護ステーショ
ンを「教育支援ステーション」に位置付け、個々の看護師等が有する経
験等に応じて実践的な研修や指導を行うことができる仕組みを整備す
る。

県内の訪問看護
事業者等

H26
H30
R01

地域リハビリテーショ
ン連携体制構築事業

ア　神奈川県リハビリテーション支援センターに委託し、次の事業を行
う。
　・リハビリテーション従事者、利用者に向けた相談対応
　　・情報提供
　・リハビリテーション従事者、利用者やその家族を対象
　　とした研修
イ　地域リハビリテーションを推進するため協議会を開催

県、県総合リハ
ビリテーション
事業団

R02
R03

在宅医療多職種連携推
進事業

・薬剤師の関わりが必要な在宅医療患者や介護利用者の情報を収集した
上で、訪問服薬指導を実施する薬局の選定を行う。
・医療機関と連携して在宅医療に取組んでいる薬局の薬剤師が患者宅を
訪問し服薬指導を行う際に、医療機関と連携した在宅医療の取組みを
行ったことがない薬局の薬剤師が同行させる。
・多職種を交えて、実際の患者を基にした、事例検討を行うことで、薬
剤師が積極的に在宅 医療・介護の場に介入する。

郡市薬剤師会

在宅歯科医療における口腔ケア等の充実・医科や介護との連携強化に関する事業

H26
H29
H30
R01
R02
R03

在宅歯科医療連携拠点
運営事業

ア 在宅歯科医療中央連携室を設置し、情報提供、広報活動、講習会、研
修会、在宅患者や障害者等の搬送モデル事業、診療情報ツール・請求事
務情報ツールの開発・配布等の事業を行う。
イ 在宅歯科医療地域連携室を設置し、情報提供、広報活動、講習会、研
修会、高度な歯科医療機器の配備・貸出等の事業を行う。
ウ 在宅歯科医療連携室が直轄する診療所を設置し、その地域における在
宅患者に対する歯科診療を実施する。

県、県歯科医師
会

H26
H27
H30
R01

在宅歯科診療所設備整
備事業

在宅歯科医療を実施する歯科医療機関の在宅歯科医療用機器等の整備に
係る経費及び整備を行う機器等に係る検討のため開催する委員会の経費
に対し助成する。

県歯科医師会

H27
かかりつけ歯科医普及
定着推進事業

かかりつけ歯科医を持ち、歯と口腔の継続的な健康づくりを推進するた
め、高齢者の入居率が高い団地等の住民を対象に、歯科検診・相談・保
健指導を実施する。

県、県歯科医師
会

H30
R01
R02
R03

口腔ケアによる健康寿
命延伸事業

・有識者で構成する検討会を開催し、事業の企画、調整、結果の分析等
を行う。
・特定地域の高齢者を対象に、オーラルフレイルに係る検査を実施し、
結果に応じた指導及び口腔機能の再評価を行うことをきっかけに、かか
りつけ歯科医として、継続的に地域の高齢者のオーラルフレイル対策に
取り組むとともに、在宅歯科医療における介護重度化や全身疾患重症化
の予防に取り組む体制整備を行う。
・専門職を対象とした研修を行う。

県、県歯科医師
会

薬剤師の医薬品等の適切な取扱いや在宅医療の知識向上に関する事業

H26
H30
R01

訪問薬剤管理指導を行うことができる薬局を増やすために研修を行うと
ともに、在宅対応が可能である薬局を周知する事業及び在宅における褥
瘡対策の研修を実施する事業を行う団体に対し補助する。

県薬剤師会、県
病院薬剤師会等

H26
各地域（概ね保健所管内の単位）で使用する医療用麻薬及び衛生材料等
の規格、品目等を統一できるように具体例を作成し、各地域での協議を
支援する事業を行う団体に対し補助する。

県薬剤師会、県
病院薬剤師会等

小児の在宅医療の連携体制構築に関する事業

H27
H30
R01
R02
R03

小児等在宅医療連携拠
点事業

在宅療養を行う医療依存度の高い小児等やその家族が地域での療養生活
を支える体制を構築する。

県、県立こども
医療センター

地域で支える認知症支援及び精神疾患ネットワークの構築に関する事業

H26 精神科医療強化事業費
県内の精神科病院が加入する神奈川県精神科病院協会に対して、各病院
が開催する退院支援委員会へ地域援助事業者等を招聘する経費について
補助する。

県精神科病院協
会

在
宅
医
療
の
提
供
体
制
の
整
備
・
充
実

在宅医療（薬剤）推進
事業費補助
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区
分

計画
年度

事業名 概要 実施主体

医師の確保・養成
H26
H28
H30
R01
R02
R03

集団研修や医業分野アドバイザーを派遣することにより、医療機関が自
主的に行うマネジメントシステムに基づく、勤務環境改善への取組みを
支援する。

県

H26
H28
H29
H30
R01

横浜市立大学に新たに設置する総合診療医学教室の体制整備及び総合診
療医育成のための指導医等の配置に係る経費について支援する。

横浜市立大学

H26
医師の事務作業の負担軽減を図り、医師が専門性を要する業務に専念で
きる医療環境を整備するため、県内４医科大学が行う医師事務作業補助
者を附属病院に配置する事業に係る経費に対して支援する。

横浜市立大学、
北里大学、聖マ
リアンナ医科大
学、東海大学

H26
H29
H30
R01
R02
R03

北里大学、聖マリアンナ医科大学及び東海大学における地域医療医師育
成課程の学生を対象とした修学資金貸付制度（卒後９年間以上県内の医
療機関の指定診療科の業務に従事した場合、返還免除）に基づき、修学
資金の貸付を行う。

神奈川県

H26
H27
H28
H30
R01
R02
R03

現職の勤務医等の継続的就労の促進に資するため、産科医師等に分娩手
当を支給する分娩取扱施設に対して助成を行う。

分娩取扱施設

H26
H27
H28
H30
R01

産婦人科専門医の取得を目指す産婦人科専攻医を受け入れており、産婦
人科専攻医の処遇改善を目的とした研修医手当等の支給を行う医療機関
に対して補助を行う。

公益社団法人日
本産科婦人科学
会が指定する専
攻医指導施設

H26
H27
H28
H30
R01

横浜市立大学における産科等医師育成課程の学生を対象とした修学資金
貸付制度（卒後９年間以上県内の医療機関の指定診療科の業務に従事し
た場合、返還免除）に基づき、修学資金の貸付けを行う。

県

H26
H27
H28

帝王切開術のために待機する産科医師を確保する経費に対して助成す
る。

帝王切開術を行
う分娩取扱医療
機関

H27
臨床研修医確保・定着
支援事業

医学生を対象に県内臨床研修病院による合同説明会を開催すると共に、
確保した臨床研修医に対するオリエンテーションを開催する。

県、医療関係団
体

H27 産科医師確保支援事業
産婦人科医の県内の定着を図るため、医学生及び研修医を対象とした産
婦人科医師を確保するための研修会の開催等に必要な経費に対して支援
を実施する。

県産科婦人科医
会、横浜市立大
学、北里大学、
聖マリアンナ医
科大学、東海大
学

H26
H28
H29
H30
R01
R02

病院群輪番制運営費

市町村域を超えた広域ブロック内で病院が協同で輪番方式により（拠点
病院が拠点方式により）休日・夜間の入院加療を必要とする中等症又は
重症の小児救急患者や初期救急医療施設からの小児転送患者の医療を確
保するため、小児救急医療に必要な医師、看護師等の確保に必要な経費
の助成を行う。

小児二次輪番病
院、小児拠点病
院

H26
H28
H29
R01
R02
R03

小児救急医療相談事業
夜間等における子どもの体調や病状に関し、保護者等がすぐに医療機関
を受診させたほうがよいか判断に迷った場合に、電話により看護師等が
必要な助言や医療機関等の案内を行う。

神奈川県

H27
女性医師等就労支援事
業

女性医師等の離職防止等を図るため、仕事と家庭の両立ができる働きや
すい職場環境の整備などの経費に対して支援する。

女性医師等の就
業支援を実施す
る医療機関

医
療
従
事
者
の
確
保
・
養
成

医師等確保体制整備事
業

産科等医師確保対策推
進事業
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区
分

計画
年度

事業名 概要 実施主体

看護職員の確保・養成
H26
H28
H29
H30
R01
R02
R03

看護師等養成所に対して、教員、事務職員人件費等の運営費を助成す
る。

民間立看護師等
養成所等

H26
H28
H29

看護師等養成所の新築、増改築（移改築及び模様替えを含む。）に要す
る工事費又は工事請負費に対して助成をする。

民間立看護師等
養成所等

H26
H29
H30
R01
R02
R03

・看護教育の経験豊富な教育指導者を実習受入施設に派遣し、受入体制
の整備や実習指導者の育成をする。
・看護実習の受入体制の充実化を促し、学生の受入拡充を図る施設に対
して、支援を行う。

神奈川県、県内
医療機関等

H26
H27
H28
H30
R01
R02

・保育室を運営する医療機関に対し、規定された人数の保育士人件費相
当を補助する。また、24時間保育・病児等保育・緊急一時保育・児童保
育・休日保育に対する加算を行う。

院内保育所を運
営する病院等

H26
H28
H30
R01
R02

病院内保育所として必要な新築、増改築及び改修（既存の病院内保育所
の改修は除く）に要する工事費又は工事請負費に対して助成をする。

院内保育所を運
営する病院等

H26
H28
H29
H30
R01

県内の病院等が、新人看護職員が基本的な臨床実践能力を獲得するため
に実施する研修に対して、必要な経費を補助する。

新人看護職員研
修を実施する病
院等

H26
H28
H29
H30
R01

自施設で研修を実施することが難しい県内の中小病院等を対象に、新人
看護職員の研修の機会を確保するとともに、研修担当者等の育成のため
の研修を行う。

新人看護職員研
修を実施する病
院等

H26
H28
H29

県内の病院等における新人看護職員の研修環境の向上を目的として、地
域単位での病院等間の連携や活性化についての方策・調整等に関する協
議会を開催する。

県及び新人看護
職員研修を実施
する病院等

H26
H28
H29
H30
R01

看護職員実践能力強化
促進事業

医療の高度化・専門分化、少子高齢社会の進展、多様化する医療ニーズ
など看護を取り巻く課題への対応策を検討し、必要な施策の企画を行う
とともに、看護のニーズに対応できる看護人材を育成するための研修を
実施する。
ア 看護職員資質向上推進委員会
イ 資質向上推進研修事業

県、県立保健福
祉大学

H26
H28
H29
H30
R01
R02
R03

看護実習指導者等研修
事業

神奈川県実践教育センターにおいて、専任教員、実習指導者等を養成す
る講座を開講するとともに、水準の高い看護を実践できる認定看護師等
の育成講座を実施する。

県

H26
訪問看護師養成促進事
業

潜在看護職員に対して訪問看護の導入研修等を実施する。また、現在、
医療機関等に就業しており、これから訪問看護に従事する予定の看護職
員（従事している者も含む）に対し、訪問看護の養成研修を実施する。

県

H26
H28
H29
H30
R01
R02
R03

潜在看護職員再就業支
援事業

ア 県ナースセンターにおいて、離職看護職員等の届出制度の促進、届出
者への情報発信、求人・求職情報の分析、ハローワークとの連携など機
能強化を図り、離職看護職員の再就業を促進する。
イ 潜在看護職員に対して普及啓発を行うとともに、離職した看護職員の
地域の医療機関・福祉施設等への再就業を促すため、再就業支援セミ
ナー及び復職相談会を実施する。
また、職場見学や研修を実施する医療機関や福祉施設等を募り、セミ
ナー等の参加者に対して当該研修等への参加を促し、再就業の促進を図
る。

県、県看護協会

H26
H29

看護職員職場環境整備
支援事業

ア　多様な勤務形態の導入や運用に関する総合相談窓口を開設し、さら
に問題解決のため病院等に勤務環境づくりの支援のため、アドバイザー
の派遣や出前講座を開催する。
イ　民間病院における看護職員の職場環境の改善を目的とする改修等の
施設整備に対して補助する。

ア　神奈川県
イ　民間病院

医
療
従
事
者
の
確
保
・
養
成

看護師等養成支援事業

院内保育所支援事業

新人看護職員研修事業
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区
分

計画
年度

事業名 概要 実施主体

H27
H30
R01
R02
R03

重度重複障害者等支援
看護師養成研修事業

看護師を対象として、医療ケアが必要な重度重複障害者等に対する看護
について、福祉現場での実習や特定の専門分野に関する知識と技術を習
得する研修を実施することで、障害福祉サービス事業所等や入所施設に
おいて必要な重度重複障害者等のケアを行う専門看護師の養成確保、人
材の定着を図る。また、あわせて福祉現場の第一線における看護の必要
性について普及啓発を図る。

県、県看護協会

H27
H29

看護専任教員養成・確
保支援事業

・看護専任教員に興味のある看護師を対象に、看護師養成・看護教育の
現状等を知る研修等を実施し、さらに受講した看護師を対象に、看護師
等養成所への就職に結びつける事業を実施する。
・専任教員の資格を有しない養成所の所属職員へ、専任教員養成課程を
受講させ、資格の取得を促す養成所に対し、受講者の代替職員に係る人
件費を助成する。

県、看護師等養
成所

歯科関係職種の確保・養成

H27
がん診療口腔ケア推進
事業

地域を含めた医療従事者が、がん患者の口腔ケアに関する基本的知識や
必要性を理解し、がん患者に対する口腔ケアの実施を推進するため、歯
科医師会と連携協力して、院内でがん診療に携わる医療従事者や地域の
医師・歯科医師等を対象とした研修会を開催する「がん診療連携拠点病
院」及び「神奈川県がん診療連携指定病院」に対して、その経費の一部
を助成する。

がん診療連携拠
点病院、県がん
診療連携指定病
院

R01
R02
R03

がん診療医科歯科連携
事業

がん診療連携拠点病院・神奈川県がん診療連携指定病院の医療従事者を
主に対象にした医科歯科連携に関する研修会を実施する。
がん診療における医科歯科連携の現状を分析し、医科歯科連携の推進を
図るための検討会を開催する。

県歯科医師会

H27
地域口腔ケア連携推進
事業

病院に入院する患者への適切な日常口腔ケアの実施体制を構築するた
め、当該区域の病院に勤務する病院看護職等を対象に、日常的な口腔ケ
アに関する知識及び技術を学ぶ研修を実施する。

県

H26
H28
H29
H30
R01
R02
R03

歯科衛生士・歯科技工
士人材養成確保事業

歯科衛生士・歯科技工士の人材確保並びに今後一層重要となる在宅歯科
医療の人材育成のため、下記の事業に対する補助を県歯科医師会等に行
う。
ア 歯科医療従事者確保事業
イ 歯科衛生士への在宅歯科医療教育の実施
ウ 歯科技工士養成校の機能強化

県歯科医師会、
県歯科衛生士会
等

H26
H28
H29
H30
R01
R02

歯科衛生士確保育成事
業

ア 離職歯科衛生士の復職を支援するため、講習会及び就業支援を実施す
る。
イ 在宅で療養する気管切開患者や嚥下障害者等への歯科保健医療を推進
するため、県全域の歯科衛生士を対象に、在宅歯科治療及び口腔ケア実
施時における口腔咽頭吸引の知識及び技術を学ぶ研修を実施する。

ア 県歯科医師
会
イ 県歯科衛生
士会

薬剤師の確保・養成

H26
薬剤師復職支援事業費
補助

離職している女性薬剤師や企業や公務員を退職した調剤経験の無いある
いは少ない薬剤師を対象に、病院や薬局に復職できるよう実務研修を実
施する事業を行う団体に対し補助する。

県薬剤師会、神
奈川県病院薬剤
師会等

その他不足する医療人材の確保・養成に関する事業
H26
H28
H30
R01
R02
R03

看護職員等修学資金貸
付金

将来、県内で看護職員等として従事する意志のある看護職員等養成校在
校生を対象に貸し付ける。

県

H27
H30
R01
R02
R03

精神疾患に対応する医
療従事者確保事業

ア　認知行動療法を看護場面で実践し、精神疾患をもつ患者の回復や再
発予防の促進を支援する看護師の養成を図る。
イ　精神疾患を伴う身体疾患の救急患者が専門的な治療の提供を受けら
れるようにするため、中心的な役割を担う拠点病院が主体となり、身体
科の医師等へ、患者の治療方法や対応方法についての知識の普及や知見
の集積を図る。

ア　県精神科病
院協会
イ　県

医
療
従
事
者
の
確
保
・
養
成
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事業名 概要 実施主体

勤
務
医
の
働
き
方
改
革
の
推
進

R02
R03

地域医療勤務環境改善
体制整備事業

医療機関が医師の労働時間短縮に向けた取組を総合的に実施す
る事業に対し必要な費用を支援する。

地域医療確保暫
定特例水準適用
が見込まれる医
療機関
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■令和３年度病床機能報告結果（速報値）
　【基準日：令和３年７月１日　　報告時期：令和３年10月～11月】 単位：床、（　　）内は構成割合

2017
（A-G）

2018
（B-G）

2019
（C-G）

2020
（D-G）

2021
（E-G）

2025
（F-G）

高度急性期 10,322 (17%) 10,052 (16%) 10,237 (17%) 10,307 (17%) 10,495 (17%) 10,995 (18%) 9,419 (13%) 903 633 818 888 1,076 1,576 

急性期 29,906 (48%) 29,581 (47%) 28,869 (47%) 28,642 (46%) 28,556 (46%) 28,278 (46%) 25,910 (36%) 3,996 3,671 2,959 2,732 2,646 2,368 

回復期 5,865 (9%) 6,952 (11%) 7,643 (12%) 8,315 (13%) 8,582 (14%) 8,834 (14%) 20,934 (29%) △ 15,069 △ 13,982 △ 13,291 △ 12,619 △ 12,352 △ 12,100 

慢性期 14,573 (24%) 14,306 (23%) 13,851 (23%) 13,846 (22%) 13,863 (22%) 13,507 (22%) 16,147 (22%) △ 1,574 △ 1,841 △ 2,296 △ 2,301 △ 2,284 △ 2,640 

休棟中等(注2） 1,251 (2%) 1,428 (2%) 933 (2%) 926 (1%) 712 (1%) 273 (0%) -          [ 1,251] [ 1,428] [ 933] [ 926] [ 712] [ 273]

介護施設等 -         -         -         -         -         0 (0%) -          -            -            -            -            -            [ 0]

合計 61,917 (100%) 62,319 (100%) 61,533 (100%) 62,036 (100%) 62,208 (100%) 61,887 (100%) 72,410 (100%) △ 10,493 △ 10,091 △ 10,877 △ 10,374 △ 10,202 △ 10,523 

高度急性期 4,547 (20%) 4,509 (19%) 4,535 (20%) 4,524 (19%) 4,574 (19%) 4,707 (20%) 4,187 (14%) 360 322 348 337 387 520 

急性期 11,329 (49%) 11,032 (47%) 10,808 (47%) 10,795 (46%) 10,555 (45%) 10,535 (44%) 10,687 (35%) 642 345 121 108 △ 132 △ 152 

回復期 2,487 (11%) 3,020 (13%) 3,255 (14%) 3,411 (15%) 3,760 (16%) 3,952 (17%) 8,883 (29%) △ 6,396 △ 5,863 △ 5,628 △ 5,472 △ 5,123 △ 4,931 

慢性期 4,416 (19%) 4,403 (19%) 4,460 (19%) 4,372 (19%) 4,520 (19%) 4,373 (18%) 6,398 (21%) △ 1,982 △ 1,995 △ 1,938 △ 2,026 △ 1,878 △ 2,025 

休棟中等 236 (1%) 280 (1%) 158 (1%) 140 (1%) 194 (1%) 109 (0%) -          [ 236] [ 280] [ 158] [ 140] [ 194] [ 109]

介護施設等 -         -         -         -         -         -          (0%) -          -            -            -            -            0 [ 0]

合計 23,015 (100%) 23,244 (100%) 23,216 (100%) 23,242 (100%) 23,603 (100%) 23,676 (100%) 30,155 (100%) △ 7,140 △ 6,911 △ 6,939 △ 6,913 △ 6,552 △ 6,479 

高度急性期 1,174 (27%) 1,174 (27%) 1,150 (26%) 1,152 (25%) 1,161 (25%) 1,210 (27%) 687 (13%) 487 487 463 465 474 523 

急性期 2,091 (47%) 2,063 (47%) 2,004 (46%) 2,068 (46%) 2,072 (45%) 2,052 (45%) 1,808 (35%) 283 255 196 260 264 244 

回復期 250 (6%) 250 (6%) 306 (7%) 426 (9%) 432 (9%) 432 (10%) 1,437 (28%) △ 1,187 △ 1,187 △ 1,131 △ 1,011 △ 1,005 △ 1,005 

慢性期 870 (20%) 881 (20%) 881 (20%) 883 (19%) 883 (19%) 843 (19%) 1,171 (23%) △ 301 △ 290 △ 290 △ 288 △ 288 △ 328 

休棟中等 26 (1%) 52 (1%) 21 (0%) 12 (0%) 9 (0%) 10 (0%) -          [ 26] [ 52] [ 21] [ 12] [ 9] [ 10]

介護施設等 -         - -         - -         - -         - -         - -          (0%) -          -            -            -            -            0 -            

合計 4,411 (100%) 4,420 (100%) 4,362 (100%) 4,541 (100%) 4,557 (100%) 4,547 (100%) 5,103 (100%) △ 692 △ 683 △ 741 △ 562 △ 546 △ 556 

高度急性期 185 (4%) 234 (5%) 184 (4%) 187 (4%) 190 (4%) 326 (7%) 856 (16%) △ 671 △ 622 △ 672 △ 669 △ 666 △ 530 

急性期 3,735 (76%) 3,711 (77%) 3,784 (78%) 3,740 (77%) 3,698 (77%) 3,646 (77%) 2,327 (44%) 1,408 1,384 1,457 1,413 1,371 1,319 

回復期 336 (7%) 346 (7%) 346 (7%) 354 (7%) 354 (7%) 354 (7%) 1,569 (29%) △ 1,233 △ 1,223 △ 1,223 △ 1,215 △ 1,215 △ 1,215 

慢性期 526 (11%) 443 (9%) 443 (9%) 472 (10%) 472 (10%) 422 (9%) 572 (11%) △ 46 △ 129 △ 129 △ 100 △ 100 △ 150 

休棟中等 102 (2%) 111 (2%) 108 (2%) 92 (2%) 86 (2%) 3 (0%) -          [ 102] [ 111] [ 108] [ 92] [ 86] [ 3]

介護施設等 -         - -         - -         - -         - -         - -          (0%) -          -            -            -            -            0 -            

合計 4,884 (100%) 4,845 (100%) 4,865 (100%) 4,845 (100%) 4,800 (100%) 4,751 (100%) 5,324 (100%) △ 440 △ 479 △ 459 △ 479 △ 524 △ 573 

高度急性期 594 (9%) 642 (10%) 848 (13%) 888 (14%) 908 (15%) 908 (15%) 808 (11%) △ 214 △ 166 40 80 100 100 

急性期 2,719 (41%) 2,665 (40%) 2,441 (37%) 2,348 (37%) 2,341 (38%) 2,301 (38%) 2,305 (32%) 414 360 136 43 36 △ 4 

回復期 330 (5%) 378 (6%) 331 (6%) 411 (6%) 411 (7%) 408 (7%) 1,710 (24%) △ 1,380 △ 1,332 △ 1,379 △ 1,299 △ 1,299 △ 1,302 

慢性期 2,841 (42%) 2,734 (41%) 2,548 (40%) 2,629 (41%) 2,472 (40%) 2,510 (41%) 2,413 (33%) 428 321 135 216 59 97 

休棟中等 227 (3%) 313 (5%) 148 (5%) 80 (1%) 52 (1%) -          (0%) -          [ 227] [ 313] [ 148] [ 80] [ 52] [ 0]

介護施設等 -         - -         - -         - -         - -         - -          (0%) -          -            -            -            -            0 [ 0]

合計 6,711 (100%) 6,732 (100%) 6,316 (100%) 6,356 (100%) 6,184 (100%) 6,127 (100%) 7,236 (100%) △ 525 △ 504 △ 920 △ 880 △ 1,052 △ 1,109 

高度急性期 1,471 (27%) 1,466 (27%) 1,469 (28%) 1,464 (27%) 1,464 (27%) 1,478 (28%) 780 (13%) 691 686 689 684 684 698 

急性期 1,971 (36%) 1,804 (34%) 1,796 (34%) 1,687 (31%) 1,793 (33%) 1,783 (34%) 2,210 (36%) △ 239 △ 406 △ 414 △ 523 △ 417 △ 427 

回復期 443 (8%) 701 (13%) 787 (15%) 1,036 (19%) 926 (17%) 935 (18%) 1,913 (31%) △ 1,470 △ 1,212 △ 1,126 △ 877 △ 987 △ 978 

慢性期 1,181 (21%) 1,101 (21%) 1,051 (20%) 1,014 (18%) 994 (19%) 1,036 (20%) 1,227 (20%) △ 46 △ 126 △ 176 △ 213 △ 233 △ 191 

休棟中等 435 (8%) 274 (5%) 217 (4%) 291 (5%) 176 (3%) 38 (1%) -          [ 435] [ 274] [ 217] [ 291] [ 176] [ 38]

介護施設等 -         -         -         -         -         -          (0%) -          -            -            -            -            0 -            

合計 5,501 (100%) 5,346 (100%) 5,320 (100%) 5,492 (100%) 5,353 (100%) 5,270 (100%) 6,130 (100%) △ 629 △ 784 △ 810 △ 638 △ 777 △ 860 

高度急性期 630 (15%) 461 (11%) 498 (12%) 502 (12%) 604 (14%) 755 (17%) 539 (12%) 91 △ 78 △ 41 △ 37 65 216 

急性期 1,913 (47%) 2,133 (49%) 2,075 (48%) 2,134 (49%) 2,063 (47%) 1,903 (44%) 1,585 (35%) 328 548 490 549 478 318 

回復期 408 (10%) 496 (11%) 557 (13%) 573 (13%) 604 (14%) 644 (15%) 1,303 (28%) △ 895 △ 807 △ 746 △ 730 △ 699 △ 659 

慢性期 1,127 (28%) 1,195 (28%) 1,086 (25%) 1,095 (25%) 1,140 (26%) 1,040 (24%) 1,150 (25%) △ 23 45 △ 64 △ 55 △ 10 △ 110 

休棟中等 2 (0%) 52 (1%) 55 (1%) 56 (1%) 5 (0%) 25        (1%) -          [ 2] [ 52] [ 55] [ 56] [ 5] [ 25]

介護施設等 -         - -         - -         - -         - -         - -          (0%) -          -            -            -            -            0 -            

合計 4,080 (100%) 4,337 (100%) 4,271 (100%) 4,360 (100%) 4,416 (100%) 4,367 (100%) 4,577 (100%) △ 497 △ 240 △ 306 △ 217 △ 161 △ 210 

高度急性期 1,151 (23%) 1,153 (24%) 1,128 (24%) 1,160 (25%) 1,160 (25%) 1,167 (25%) 752 (14%) 399 401 376 408 408 415 

急性期 1,893 (38%) 1,705 (35%) 1,568 (33%) 1,570 (33%) 1,591 (34%) 1,601 (35%) 2,140 (39%) △ 247 △ 435 △ 572 △ 570 △ 549 △ 539 

回復期 517 (10%) 589 (12%) 610 (13%) 597 (13%) 551 (12%) 551 (12%) 1,404 (26%) △ 887 △ 815 △ 794 △ 807 △ 853 △ 853 

慢性期 1,287 (26%) 1,246 (25%) 1,220 (26%) 1,220 (26%) 1,220 (26%) 1,220 (26%) 1,205 (22%) 82 41 15 15 15 15 

休棟中等 79 (2%) 200 (4%) 155 (3%) 165 (4%) 129 (3%) 69 (1%) -          [ 79] [ 200] [ 155] [ 165] [ 129] [ 69]

介護施設等 -         - -         - -         - -         - -         - -          (0%) -          -            -            -            -            0 -            

合計 4,927 (100%) 4,893 (100%) 4,681 (100%) 4,712 (100%) 4,651 (100%) 4,608 (100%) 5,501 (100%) △ 574 △ 608 △ 820 △ 789 △ 850 △ 893 

高度急性期 104 (2%) 90 (2%) 98 (2%) 101 (2%) 109 (2%) 115 (2%) 541 (9%) △ 437 △ 451 △ 443 △ 440 △ 432 △ 426 

急性期 3,117 (60%) 3,155 (60%) 3,117 (57%) 3,064 (56%) 3,264 (58%) 3,278 (59%) 2,071 (36%) 1,046 1,084 1,046 993 1,193 1,207 

回復期 868 (17%) 908 (17%) 1,188 (22%) 1,232 (22%) 1,243 (22%) 1,257 (22%) 1,852 (32%) △ 984 △ 944 △ 664 △ 620 △ 609 △ 595 

慢性期 1,037 (20%) 1,037 (20%) 1,049 (19%) 1,048 (19%) 1,049 (18%) 950 (17%) 1,239 (22%) △ 202 △ 202 △ 190 △ 191 △ 190 △ 289 

休棟中等 27 (1%) 39 (1%) 20 (0%) 39 (1%) 6 (0%) -          (0%) -          [ 27] [ 39] [ 20] [ 39] [ 6] [ 0]

介護施設等 -         - -         - -         - -         - -         - -          (0%) -          -            -            -            -            0 -            

合計 5,153 (100%) 5,229 (100%) 5,472 (100%) 5,484 (100%) 5,671 (100%) 5,600 (100%) 5,703 (100%) △ 550 △ 474 △ 231 △ 219 △ 32 △ 103 

高度急性期 466 (14%) 323 (10%) 327 (11%) 329 (11%) 325 (11%) 329 (11%) 269 (10%) 197 54 58 60 56 60 

急性期 1,138 (35%) 1,313 (40%) 1,276 (42%) 1,236 (41%) 1,179 (40%) 1,179 (40%) 777 (29%) 361 536 499 459 402 402 

回復期 226 (7%) 264 (8%) 263 (9%) 275 (9%) 301 (10%) 301 (10%) 863 (32%) △ 637 △ 599 △ 600 △ 588 △ 562 △ 562 

慢性期 1,288 (40%) 1,266 (39%) 1,113 (37%) 1,113 (37%) 1,113 (37%) 1,113 (38%) 772 (29%) 516 494 341 341 341 341 

休棟中等 117 (4%) 107 (3%) 51 (2%) 51 (2%) 55 (2%) 19 (1%) -          [ 117] [ 107] [ 51] [ 51] [ 55] [ 19]

介護施設等 -         - -         - -         - -         - -         - -          (0%) -          -            -            -            -            0 -            

合計 3,235 (100%) 3,273 (100%) 3,030 (100%) 3,004 (100%) 2,973 (100%) 2,941 (100%) 2,681 (100%) 554 592 349 323 292 260 

（※１）医療機関の報告率：2016(H28)96.6％、2017(H29)93.1％、2018（Ｈ30）99.4％、2019（R1）99.3％、2020年（R2）98.7％、2021年（R3）95.6％（※２）「休棟中等」には、休棟中、廃止予定等のほか、未選択の病床数を含む。
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外来機能報告等に関するガイドライン 

 

令和４年３月 16 日 

 

 

目次 

１ はじめに 

 

２ 外来機能報告 

 

３ 地域の協議の場 

 

４ スケジュール及び具体的な流れ 

 

５ 国民への理解の浸透 

 

※本ガイドラインは、外来機能報告等の関連政省令等の施行通知（令和４年３月 31日発

出予定）の「別添」と位置づける。 
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１．はじめに 

○ 令和３年５月に「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推

進するための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 49 号）が成

立・公布された。同法において、地域の医療機関の外来機能の明確化・連携に

向けて、データに基づく議論を地域で進めるため、外来機能報告等が医療法に

位置づけられた（令和４年４月１日施行）。 

 

○ 具体的には、①対象医療機関（P.3 参照）が都道府県に対して、外来医療の

実施状況を報告（外来機能報告）する、②当該報告を踏まえて、「地域の協議

の場」において、外来機能の明確化・連携に向けて必要な協議を行う、③この

中で、「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基幹的に担う医療機関と

して、「紹介受診重点医療機関」を明確化することとした。 

 

○ これは、患者が医療機関を選択するに当たり、外来機能の情報が十分得られ

ず、また、患者にいわゆる大病院志向がある中で、一部の医療機関に外来患

者が集中し、患者の待ち時間や勤務医の外来負担等の課題が生じていること

から、患者の流れの円滑化を図るため、医療資源を重点的に活用する外来の

機能に着目し、紹介受診重点医療機関を明確化することとしたものである。 

 

○ 紹介受診重点医療機関の明確化については、医療機関が都道府県に対して

外来医療の実施状況や紹介受診重点医療機関となる意向の有無等を報告し、

当該報告を踏まえて、「地域の協議の場」において協議を行い、協議が整った

医療機関を都道府県が公表することとした。 

 

○ 本ガイドラインは、「地域の協議の場」において外来機能報告を踏まえた協

議を円滑に進めるために策定するものであり、都道府県においては、本ガイ

ドラインを参考にしつつ、地域の実情に応じながら「地域の協議の場」を運

営すること。その際、「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドラ

イン」（平成３１年３月２９日医政地発０３２９第３号、医政医発０３２９第

６号）も踏まえて運営すること。また、外来機能報告等に関しては、令和３年

12 月 17 日に外来機能報告等に関するワーキンググループが取りまとめた「外

来機能報告等に関する報告書」も参照されたい。 
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２． 外来機能報告 

２－１ 対象医療機関 

○ 外来機能報告の実施主体は、病床機能報告対象病院等であって外来医療を

提供するものの管理者である。病床機能報告対象病院等とは、病院又は診療

所であって療養病床又は一般病床を有するものである。 

 

○ また、患者を入院させるための施設を有しない診療所（以下「無床診療所」

という。）の管理者も、外来機能報告を行うことができる。 

 

○ なお、令和４年度は、厚生労働省において、無床診療所のうち、医療資源

を重点的に活用する外来を行っている蓋然性の高い無床診療所を抽出し、あ

らかじめ当該報告を行う意向を確認することとしている。 

 

２－２ 報告項目 

○ 報告項目は、別紙１のとおり。 

 

○ 有床診療所については、事務負担を考慮して、紹介・逆紹介の状況及び外

来における人材の配置状況（専門看護師、認定看護師及び特定行為研修終了

看護師に係るものに限る。）は任意項目とする（以下「有床診療所任意報告

項目」という。）。 

 

○ また、対象医療機関になった無床診療所については、病床機能報告の対象

ではないこと等も考慮して、有床診療所任意報告項目に加えて、救急医療の

実施状況、外来における人材の配置状況及び高額等の医療機器・設備の保有

状況についても任意項目とする。 
 

２－３ 報告項目の考え方 

（１） 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況 

○ 医療資源を重点的に活用する外来の機能に着目して紹介患者への外来を

基本とする医療機関である紹介受診重点医療機関を明確化することとする。

具体的には、以下の①～③のいずれかの外来について、医療資源を重点的に

活用する外来とする。 

① 医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来 

・ 次のいずれかに該当した入院を「医療資源を重点的に活用する入院」

とし、その前後 30 日間の外来の受診を、｢医療資源を重点的に活用する

外来｣を受診したものとする（例：がんの手術のために入院する患者が術
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前の説明･検査や術後のフォローアップを外来で受けた等）。  Ｋコード（手術）を算定  Ｊコード（処置）のうちＤＰＣ入院で出来高算定できるもの（※１）を算定 

※１： 6000 ㎠以上の熱傷処置、慢性維持透析、体幹ギプス固定等、1000 点以上  Ｌコード（麻酔）を算定  ＤＰＣ算定病床の入院料区分  短期滞在手術等基本料２、３を算定 
 

② 高額等の医療機器・設備を必要とする外来 

・ 次のいずれかに該当した外来の受診を、｢医療資源を重点的に活用す

る外来｣を受診したものとする。  外来化学療法加算を算定  外来放射線治療加算を算定  短期滞在手術等基本料１を算定  Ｄコード（検査）、Ｅコード（画像診断）、Ｊコード（処置）のうち地域包括診

療料 において包括範囲外とされているもの（※２）を算定 

※２： 脳誘発電位検査、CT 撮影等、550 点以上  Ｋコード（手術）を算定  Ｎコード（病理）を算定 
 

③ 特定の領域に特化した機能を有する外来（紹介患者に対する外来等） 

・ 次の外来の受診を、｢医療資源を重点的に活用する外来｣を受診したも

のとする。  診療情報提供料Ⅰを算定した 30 日以内に別の医療機関を受診した場合、当該

「別の医療機関」の外来 

 

（２） 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な事項 

○ 地域の協議の場においては、紹介受診重点医療機関の取りまとめに加えて、

紹介元・逆紹介先となる地域の「かかりつけ医機能を担う医療機関」など、

地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な事項について報告を受

け、データに基づく議論を行う必要がある。 

 

○ このため、NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース）で把握で

きる項目のうち、地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な外来・

在宅医療・地域連携の実施状況について医療機関から都道府県に報告を行う

こととした。具体的な項目は別紙１のとおりであり、当該項目の考え方等に

ついては別紙２を参考にすること。 
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○ 別紙２は、報告項目に掲げられた診療報酬の算定要件等を明示したもので

あり、地域の外来機能の明確化・連携の推進に関する協議は、当該報酬の算

定状況のみをもって各医療機関の機能を議論するのではなく、あくまでも算

定状況も参考にしながら、幅広い議論を行うよう留意すること。 
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３．地域の協議の場 

３－１ 議題 

○ 地域の協議の場の議題は、 

・ 紹介受診重点医療機関の取りまとめに向けた協議 

・ 外来機能の明確化・連携に向けた協議 

とする。 
 

○ 令和４年度については、外来機能報告等の施行初年度であるため、紹介受

診重点医療機関の明確化に資する協議を中心に行うこと。 

 

３－２ 地域の協議の場の参加者 

○ 地域の協議の場の参加者は、医療法上の規定に則って、郡市区医師会等の

地域における学識経験者、代表性を考慮した病院・（有床）診療所の管理者、

医療保険者、市区町村等とする。 

 

○ これらの参加者に加えて、紹介受診重点医療機関の取りまとめに向けた協

議を行う場合、以下の医療機関の出席を求め、意見を聴取すること。 

① 「紹介受診重点医療機関」の医療資源を重点的に活用する外来に関する基

準に該当するものの、外来機能報告において「紹介受診重点医療機関」と

しての役割を担う意向を有しない医療機関 

② 「紹介受診重点医療機関」の医療資源を重点的に活用する外来に関する基

準に該当しないものの、外来機能報告において「紹介受診重点医療機関」

としての役割を担う意向を有する医療機関 

 （注） 地域の協議の場がその目的を十分に果たすため、議論が活性化す

るよう意見交換を重視する運営とすることが望ましい。しかしながら、

地域の協議の場に出席者が集まることが現実的ではない場合など、協

議の簡素化のため、地域の実情に応じて、当該医療機関から、医療資

源を重点的に活用する外来に関する基準と意向が合致しない理由等

の文書の提出を求める等の柔軟な対応も可能とする。 

 

○ また、地域の協議の場における外来機能の明確化・連携に向けた協議を行

う場合、協議をより効果的・効率的に進める観点から、都道府県は、議事等

に応じて、追加的に参加を求める関係者を選定するなど、柔軟に協議の場を

運営すること。 

 

○ なお、地域の協議の場については、医療法上、地域医療構想調整会議を活
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用することも可能である。 

※ 現在、地域の協議の場において外来医療計画に係る協議が行われているが、多くの

地域で地域医療構想調整会議が活用されている。 

 

３－３ 協議の進め方 

○ 外来医療においては、医療資源や医療ニーズの状況等が地域によって異な

っているため、紹介受診重点医療機関の取りまとめに当たっては、医療機関

の特性や地域性を考慮する必要があり、医療資源を重点的に活用する外来に

関する基準を参考にし、当該医療機関の意向に基づき、地域の協議の場で確

認することにより、地域の実情を踏まえる仕組みとする。 

 

○ 協議は、以下のとおり進めること。 

（１） 紹介受診重点医療機関の協議については、外来機能報告から整理さ

れた、医療機関ごとの紹介受診重点医療機関となる意向の有無、医療資

源を重点的に活用する外来に関する基準の適合状況、外来医療の実施状

況、紹介・逆紹介の状況等を踏まえて議論する。紹介受診重点医療機関

の取りまとめにおいては、当該医療機関の意向が第一となる。その上で、

協議に当たっては、当該地域の医療提供体制のあり方として望ましい方

向性について、関係者間で十分に協議しつつ、取りまとめに向けた摺り

合わせを行うこと。 

 

・ 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準の具体的な水準は、  初診基準（初診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外

来（※）」の件数の占める割合）：40％以上 

かつ  再診基準（再診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外

来（※）」の件数の占める割合）： 25％以上 

とする。 

 （※）医療資源を重点的に活用する外来は、P.3 の①～③のいずれかに該当する件

数。 

 

・ また、参考にする紹介率及び逆紹介率は、地域医療支援病院の定義

を用いることとし、具体的な水準は、紹介率 50％以上かつ逆紹介率

40％以上とする。 

（注） 紹介率は、「紹介患者の数」を「初診患者の数」で除して算出し、逆紹介

率は、「逆紹介患者の数」を「初診患者の数」で除して算出する。 
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（２） 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準を満たした医療機関

であって、紹介受診重点医療機関の役割を担う意向を有する場合は、特

別な事情がない限り、紹介受診重点医療機関となることが想定される。 

 

（３） 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準と医療機関の意向が

合致しない医療機関については、当該地域の地域性や当該医療機関の特

性等を考慮して協議を行う。具体的には、 

・ 地域の協議の場（１回目）で医療機関の意向と異なる結論となった

場合は、当該医療機関において、地域の協議の場での議論を踏まえて

再度検討を行い、当該医療機関の再度検討した意向を踏まえ、地域の

協議の場（２回目）での協議を再度実施する。 

・ 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準と医療機関の意向が

合致しない医療機関のうち、医療資源を重点的に活用する外来に関す

る基準を満たさない医療機関であって、紹介受診重点医療機関となる

意向を有する医療機関については、地域の協議の場において、医療資

源を重点的に活用する外来に関する基準に加えて、紹介率・逆紹介率

等を活用して協議を行う。 

・ また、医療資源を重点的に活用する外来に関する基準を満たす医療

機関であって、紹介受診重点医療機関となる意向を有しない医療機関

については、当該医療機関の意向が第一であることを踏まえつつ、当

該地域の医療提供体制のあり方を協議の上、紹介受診重点医療機関の

趣旨等について説明し、２回目の協議に向けて改めて意向を確認する

こと。 

・ 地域の協議の場の協議の進め方については、状況に応じて持ち回り

とする、文書提出のみとするなどの柔軟な対応も可能とする。 

 

○ 医療機関の意向と地域の協議の場での結論が最終的に一致したものに限

り、紹介受診重点医療機関とし、都道府県において、協議結果を取りまとめ

て公表すること。 

 

○ 令和４年 10 月１日以降は、紹介受診重点医療機関のうち、一般病床 200

床以上の病院は紹介状がない患者等の外来受診時の定額負担の対象となる

こととされている。この定額負担においては、定額負担の徴収を認められな

い患者（注１）及び徴収を求めないことができる患者（注２）が定められてい

る。地域の協議の場においては、こうした除外要件も踏まえつつ、地域に他

に当該診療科を標榜する保険医療機関がない場合など、患者がまずは地域の
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｢かかりつけ医機能を担う医療機関｣を受診し、必要に応じて紹介を受けて当

該紹介受診重点医療機関を受診するという受診の流れとならない場合につ

いて、医療機関の特性も含めて配慮すること｡なお、令和４年度診療報酬改

定における紹介状なしで受診する場合等の定額負担の見直しについては、別

紙３を参照すること。 

（注１）救急の患者、国の公費負担医療制度の受給対象者など 

（注２）紹介状なしの初診患者であって、地域に他に当該診療科を標榜する保険医療機

関がなく当該保険医療機関が外来診療を実質的に担っているような診療科を

受診する患者、特定健康診断・がん検診等の結果により精密検査受診の指示を

受けた患者など 

 

○ なお、外来機能の明確化・連携に向けた協議については外来機能報告デ

ータや既存の統計調査等で明らかとなる地域の外来医療提供体制の現状と

課題について、参加する関係者で認識を共有することとし、令和４年度以

降の外来機能報告及び地域の協議の場でのデータや議論の蓄積を踏まえ

て、共有することとなる。具体的な協議事項のポイントや留意点等につい

ては、改めて提示する。 

 

３－４ 結果の公表 

○ 患者の流れのさらなる円滑化は住民の理解が必要であるため、協議プロセ

スの透明性の確保の観点からも、都道府県において、地域の協議の場に提出

された資料のうち、患者情報や医療機関の経営に関する情報（一般的に閲覧

可能なものは除く。）は非公開とし、その他の資料、協議結果は住民に公表

する。 

 

○ 紹介受診重点医療機関は、紹介患者への外来を基本とする医療機関である

ことが患者に分かるよう、広告可能とし、医療機能情報提供制度の項目に追

加することとした。なお、特定機能病院や地域医療支援病院についても、医

療資源を重点的に活用する外来に関する基準を満たし、医療機関の意向と地

域の協議の場での結論が一致した場合、紹介受診重点医療機関として広告す

ることも可能である。 

 

○ 外来機能報告は、紹介受診重点医療機関に関する医療機関の意向を含め、

毎年度都道府県に提出される。こうした中で、年によって、医療資源を重点

的に活用する外来に関する基準の合致状況等が異なることもあり得る。この

場合、患者負担が急に変更されることなどにより、地域の住民に対して混乱
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を生じさせることがないよう、基準への合致状況が一時的なものか恒常的な

ものかなどを見極めつつ丁寧に協議すること、また、紹介受診重点医療機関

の協議の取りまとめに当たっては、地域の住民への周知などについて十分に

配慮すること。 
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４．スケジュール及び具体的な流れ 

○ 外来機能報告は、病床機能報告と一体的に報告を行う。令和４年度以降の具

体的な年間スケジュールは以下のとおりであり、年度内に地域の協議の場に

おける協議を行うこととする。なお、令和４年度については、原則として、都

道府県において、令和５年３月までに紹介受診重点医療機関を公表する。 

 

 

４月～ 

 

・ 対象医療機関の抽出 

・ NDB データ（前年度 4月～3月）を対象医療機関別に集計 

９月頃 

 

・ 対象医療機関に外来機能報告の依頼 

・ 報告用ウェブサイトの開設 

・ 対象医療機関に NDB データの提供 

10～11

月頃 

・ 対象医療機関からの報告 

12月頃 

 

・ データ不備のないものについて、集計とりまとめ 

・ 都道府県に集計とりまとめを提供 

１～３

月頃 

 

・ 地域の協議の場における協議 

・ 都道府県による紹介受診重点医療機関の公表 

・ 都道府県に集計結果の提供 
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５．国民への理解の浸透 

○ 患者がまずは地域の「かかりつけ医機能を担う医療機関」を受診し、必要

に応じて紹介を受けて、紹介患者への外来を基本とする医療機関である紹介

受診重点医療機関を受診するとともに、状態が落ち着いたら逆紹介を受けて

地域に戻るなど、受診の流れと医療機関の機能・役割について、住民に周知

啓発を行うことが必要である。 

 

○ 厚生労働省においては、外来機能報告や紹介受診重点医療機関等の制度上

の仕組みや、上記のような「かかりつけ医機能を担う医療機関」を中心とし

た受診の流れ、医療機関ごとの求められる機能・役割等の周知を行うことと

している。 

 

○ 都道府県においては、それらに加えて、地域の医療機関の外来機能の明確

化･連携の状況とともに、個々の紹介受診重点医療機関について、都道府県

報やホームページによる公表、プレスリリース等によるマスコミへの周知、

シンポジウム・講演・SNS 等による周知・呼びかけなど、幅広い世代の住民

に行き渡るように公表を行うこと。 

 

○ さらに、令和４年 10 月１日以降は、紹介受診重点医療機関のうち、一般

病床 200 床以上の病院は紹介状がない患者等の外来受診時の定額負担の対

象となることとされている。具体的には、紹介受診重点医療機関の公表がな

されてから、半年経過するまでの間に、当該紹介受診重点医療機関において

定額徴収が開始されることとなるため、都道府県において、別紙３に掲げる

令和４年度診療報酬改定の概要をしっかりと理解した上で、地域の住民に対

する周知を徹底し、医療機関の窓口等での混乱が生じないよう留意すること｡ 
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(1) 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況

① 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況の概況 〔NDBで把握できる項目〕

・ 医療資源を重点的に活用する外来の類型ごとの実施状況を報告

＜報告イメージ＞

② 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況の詳細 〔NDBで把握できる項目〕

・ 医療資源を重点的に活用する外来のうち、主な項目の実施状況を報告
＜報告イメージ＞

※「患者延べ数」とは、患者ごとの受診日数を合計したものとする。

日数 初診（再診）の外来延べ患者数に対する割合
初診の外来の患者延べ数 日 －

医療資源を重点的に活用する外来の患者延べ数 日 ％

医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来の患者延べ数 日 －

高額等の医療機器・設備を必要とする外来の患者延べ数 日 －
特定の領域に特化した機能を有する外来の患者延べ数 日 －

再診の外来の患者延べ数 日 －

医療資源を重点的に活用する外来の患者延べ数 日 ％

医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来の患者延べ数 日 －

高額等の医療機器・設備を必要とする外来の患者延べ数 日 －
特定の領域に特化した機能を有する外来の患者延べ数 日 －

初診の医療資源を重点的に活用する外来

外来化学療法加算を算定した件数 件

外来放射線治療加算を算定した件数 件

CT撮影を算定した件数 件

MRI撮影を算定した件数 件

PET検査を算定した件数 件

SPECT検査を算定した件数 件

高気圧酸素治療を算定した件数 件

画像等手術支援加算を算定した件数 件

悪性腫瘍手術を算定した件数 件

再診の医療資源を重点的に活用する外来

外来化学療法加算を算定した件数 件

外来放射線治療加算を算定した件数 件

CT撮影を算定した件数 件

MRI撮影を算定した件数 件

PET検査を算定した件数 件

SPECT検査を算定した件数 件

高気圧酸素治療を算定した件数 件

画像等手術支援加算を算定した件数 件

悪性腫瘍手術を算定した件数 件

③ 紹介・逆紹介の状況（紹介率・逆紹介率） 〔NDBで把握できない項目〕

・ 紹介率・逆紹介率を報告 （初診患者数、紹介患者数、逆紹介患者数）

④ 外来における人材の配置状況 〔専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師を除き、病床機能報告で把握できる項目〕（病

床機能報告で報告する場合、重複項目は省略可）

・ 医師について、施設全体の職員数を報告

・ 看護師、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師、准看護師、看護補助者、助産師、理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士、薬剤師、臨床工学技士、管理栄養士について、外来部門の職員数を報告

※ 勤務時間の概ね8割以上を外来部門で勤務する職員を計上。複数の部門で業務を行い、各部門での勤務が通常の勤務時間の8割未満となる場
合は、外来部門の職員として計上（病床機能報告と同様の計上方法）

＜報告イメージ＞（専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師を除き、病床機能報告と同様）

⑤ 高額等の医療機器・設備の保有状況 〔病床機能報告で把握できる項目〕（病床機能報告で報告する場合、省略可）

・ マルチスライスCT（64列以上、16列～64列、16列未満）、その他のCT、MRI（3テスラ以上、1.5～3テスラ未満、1.5テスラ
未満）、血管連続撮影装置（DSA法を行う装置）、SPECT、PET、PETCT、PETMRI、ガンマナイフ、サイバーナイフ、強度
変調放射線治療器、遠隔操作式密封小線源治療装置、内視鏡手術用支援機器（ダヴィンチ）の台数を報告

常勤（実人数） 非常勤（常勤換算）

＜施設全体＞ － －

医師 人 人

＜外来部門＞ － －

看護師 人 人

専門看護師・認定看護師・
特定行為研修修了看護師

人 人

准看護師 人 人

看護補助者 人 人

常勤（実人数） 非常勤（常勤換算）

助産師 人 人

理学療法士 人 人

作業療法士 人 人

言語聴覚士 人 人

薬剤師 人 人

臨床工学技士 人 人

管理栄養士 人 人

別紙１ 

(2) ｢医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う医療機関｣となる意向の有無 〔NDBで把握できない項目〕

(3) 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要なその他の事項

① その他の外来・在宅医療・地域連携の実施状況 〔NDBで把握できる項目〕

・ 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な外来・在宅医療・地域連携の実施状況を報告
＜報告イメージ＞

② 救急医療の実施状況 〔病床機能報告で把握できる項目〕（病床機能報告で報告する場合、省略可）

・ 休日に受診した患者延べ数、夜間・時間外に受診した患者延べ数、救急車の受入件数を報告
＜報告イメージ＞（病床機能報告と同様）

人数・件数

休日に受診した患者延べ数 人

上記のうち、診察後直ちに入院となった患者延べ数 人

夜間・時間外に受診した患者延べ数 人

上記のうち、診察後直ちに入院となった患者延べ数 人

救急車の受入件数 件

生活習慣病管理料を算定した件数 件

特定疾患療養管理料を算定した件数 件

糖尿病合併症管理料を算定した件数 件

糖尿病透析予防指導管理料を算定した件数 件

機能強化加算を算定した件数 件

小児かかりつけ診療料を算定した件数 件

地域包括診療料を算定した件数 件

地域包括診療加算を算定した件数 件

オンライン診療料を算定した件数 件

往診料を算定した件数 件

在宅患者訪問診療料（Ⅰ）を算定した件数 件

在宅時医学総合管理料を算定した件数 件

診療情報提供料（Ⅰ）を算定した件数 件

診療情報提供料（Ⅲ）を算定した件数 件

地域連携診療計画加算を算定した件数 件

がん治療連携計画策定料を算定した件数 件

がん治療連携指導料を算定した件数 件

がん患者指導管理料を算定した件数 件

外来緩和ケア管理料を算定した件数 件
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地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な 

外来・在宅医療・地域連携の実施状況 

報告項目 算定要件 参考とする考え方 

生活習慣病管理料 脂質異常症、高血圧症又は糖尿病を主病

とする患者に対して、当該患者の同意を

得て治療計画を策定し、当該治療計画に

基づき、生活習慣に関する総合的な治療

管理を行った場合に算定。 

生活習慣病の患者に

対する総合的な医療 

特定疾患療養管理料 生活習慣病等を主病とする患者について

プライマリケア機能を担う地域のかかり

つけ医師が治療計画に基づき療養上必要

な管理を行った場合に算定。 

かかりつけ医師によ

る医療 

糖尿病合併症管理料 糖尿病足病変ハイリスク要因を有し、医

師が糖尿病足病変に関する指導の必要性

があると認めた患者に対して、医師又は

医師の指示に基づき看護師が当該指導を

行った場合に算定。 

糖尿病の患者の合併

症に対する継続的な

医療 

糖尿病透析予防指導管

理料 

糖尿病の患者であって、医師が透析予防

に関する指導の必要性があると認めた患

者に対して、医師、看護師又は保健師及

び管理栄養士等が共同して必要な指導を

行った場合に算定。 

糖尿病の患者に対す

る多職種共同による

医療 

機能強化加算 外来医療における適切な役割分担を図

り、より的確で質の高い診療機能を評価

する観点から、かかりつけ医機能を有す

る医療機関において初診料を算定する場

合に加算。 

かかりつけ医機能を

有する医療機関にお

ける医療 

小児かかりつけ診療料 かかりつけ医として患者の同意を得た上

で、未就学の患者の診療について緊急時

や明らかに専門外の場合等を除き継続的

かつ全人的な医療を行った場合に算定。 

かかりつけ医による

継続的、全人的な医

療 

地域包括診療料 脂質異常症、高血圧症、糖尿病又は認知

症のうち２以上の疾患を有する患者に対

して、療養上必要な指導及び診療を行っ

た場合に算定。 

複数の慢性疾患を有

する患者に対する継

続的、全人的な医療 

別紙２ 
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地域包括診療加算 脂質異常症、高血圧症、糖尿病又は認知

症のうち２以上の疾患を有する患者に対

して療養上必要な指導及び診療を行った

場合に再診料に加算。 

複数の慢性疾患を有

する患者に対する継

続的、全人的な医療 

オンライン診療料 継続的に対面診療を行っている患者に対

して、情報通信機器を用いた診療を行っ

た場合に算定。 

継続的に対面診療を

行っている患者に対

する医療 

往診料 患者又は家族等患者の看護等に当たる者

が、保険医療機関に対し電話等で直接往

診を求め、当該保険医療機関の医師が往

診の必要性を認めた場合に、可及的速や

かに患家に赴き診療を行った場合に算

定。 

（定期的、計画的で

はない）患者等の求

めに応じ、可及的速

やかに実施される医

療 

在宅患者訪問診療料

（Ⅰ） 

在宅で療養を行っている患者であって通

院が困難なものに対して、計画的な医学

管理の下に定期的に訪問して診療を行っ

た場合に算定。 

在宅医療 

在宅時医学総合管理料 在宅で療養を行っている患者であって通

院が困難なものに対して、個別の患者ご

とに総合的な在宅療養計画を策定し、定

期的に訪問診療を行い、総合的な医学管

理を行った場合に算定。 

在宅医療 

診療情報提供料（Ⅰ） 保健医療機関が、診療に基づき、別の保

険医療機関での診療の必要を認め、患者

の同意を得て診療状況を示す文書を添え

て患者の紹介を行った場合や、保健・福

祉関係機関に対して必要な情報提供を行

った場合に算定。 

医療機関間や保健医

療機関と保健・福祉

関係機関の連携 

診療情報提供料（Ⅲ） かかりつけ医機能を有する医療機関等か

らの求めに応じ、患者の同意を得て、当

該患者に関する診療状況を示す文書を提

供した場合に算定。 

かかりつけ医機能を

有する医療機関と他

の医療機関の連携 

地域連携診療計画加算 患者の退院日の属する月又はその翌月

に、連携する保険医療機関を退院した患

者の同意を得て、当該連携保健医療機関

に対して、診療状況を添えて当該患者の

医療機関間の連携 
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地域連携診療計画に基づく療養に係る必

要な情報を提供した場合に、診療情報提

供料（Ⅰ）に加算。 

がん治療連携計画策定

料 

入院中のがん患者の退院後の治療を総合

的に管理するため、計画策定病院があら

かじめがんの種類やステージを考慮した

地域連携診療計画を作成し、がん治療を

担う別の保険医療機関と共有し、かつ、

入院中又は退院後 30 日以内に当該別の

保険医療機関に当該患者に係る診療情報

を文書により提供した場合に算定。 

がん治療に関わる医

療機関間の連携 

がん治療連携指導料 がん治療連携計画策定料１又は２を算定

した患者に対して、地域連携診療計画に

基づいた治療を行うとともに、計画策定

病院に当該患者に係る診療情報を文書に

より提供した場合に算定。 

がん治療に関わる医

療機関間の連携 

がん患者指導管理料 医師が看護師等と共同して診療方針等に

ついて話し合い、その内容を文書等によ

り提供した場合等に算定。 

がん患者に対する多

職種共同による医療 

外来緩和ケア管理料 緩和ケアを要する患者に対して、医師、

看護師、薬剤師等が共同して療養上必要

な指導を行った場合に算定。 

緩和ケアを要する患

者に対する多職種共

同による医療 
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横浜地域地域医療構想調整会議設置要綱 
 

（設置） 

第１条 神奈川県保健医療計画において定めることとされた地域医療構想の策定について、

保健医療関係者等の意見を幅広く反映させるため、横浜地域地域医療構想調整会議（以

下「会議」という。）を設置する。 

 

（協議事項等） 

第２条 会議における協議事項等は次のとおりとする。 

 (1) 地域医療構想の策定に関すること。 

 (2) 地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関すること。 

 (3) 病床機能報告制度による情報等に関すること。 

 (4) 地域医療介護総合確保基金の都道府県計画に盛り込む事業に関すること。 

 (5) その他地域医療構想の達成の推進に関すること。 

 

（委員） 

第３条 会議は、委員 24 人以内で構成する。 

 ２ 委員は、次に掲げる者の中から、選定する。 

 (1) 医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会及び病院団体の代表者 

 (2) 医療保険者の代表者 

 (3) 市町村の職員 

 (4) その他、地域医療構想の推進にあたり、適当と認められる者 

 ３ 前項に定める者のほか、議事等に応じて、参加を求める関係者（代表性を考慮した

病院・診療所、地域における主な疾病等の特定の診療所等に関する学識経験者を含む）

を柔軟に選定することとする。 

 ４ 委員の任期は２年とする。ただし、欠員が生じた場合の後任委員の任期は前任者の

残任期間とする。 

 ５ 委員は、再任することができる。 

 

（会長及び副会長） 

第４条 会議に会長及び副会長を置く。 

 ２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

 ３ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

 ４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 会議は、会長が招集し、その議長となる。 

 ２ 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者の出席を求めることができる。 
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（ワーキンググループ） 

第６条 会議における協議のほかに特定の議題に関する協議を継続的に実施する場合には、

会議の下にワーキンググループを置くことができる。 

 ２ ワーキンググループの設置に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は、神奈川県健康医療局保健医療部医療課において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項は会長が別に定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成 27 年８月 26 日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成 28 年６月１日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、令和元年７月 12 日から施行する。 

 

- 28 -





























































•
•

•
•


	11_参考資料1_厚生労働省が示す標準事業例
	12_参考資料2_事業一覧
	13_参考資料3_令和3年度病床機能報告結果
	14_参考資料4_外来機能報告等に関するガイドライン
	15_参考資料5_横浜地域地域医療構想調整会議設置要綱



